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●法律制定の趣旨：こどもを対象にした性暴力が、生涯にわたって回復しがたい重大な影響を与えるとして、学校だけでなく民
間の事業者を含め広く、教員や保育などの従事者による性暴力を防止することを義務づけ

●性暴力を防止する手段のひとつとして、事業者に、特定の性犯罪の前科の有無を確認することを義務付け、違反した場合、公
表などの対象にする

●この仕組みが、いわゆる「日本版ＤＢＳ」
DBS（Disclosure and Barring Service）：教育・保育施設等やこどもが活動する場等において働く際に性犯罪歴等に 

   ついての証明を求める仕組み

●義務となる施設：学校や認可保育所など、法律上、認可の対象となっている施設は「義務」

児童養護施設や障害児の入所施設、児童発達支援なども義務

●その他については、「認定制度」を設けて、研修や相談体制の整備など、一定の条件をクリアした場合は、前科の確認の対象

• 放課後児童クラブ＝いわゆる学童クラブや認可外の保育施設のほか、学習塾やスイミングスクール、ダンスなどの芸能を教
えるスクールなど、民間事業者も一定の体制があれば対象となり、認定を受けた事業者は国が公表

• 派遣や委託、無償のボランティアなどであっても、子どもに接する業務の性質によって対象

●確認する性犯罪の対象期間

・ 確認する性犯罪は、不同意わいせつなどの刑法犯だけでなく、痴漢や盗撮などの条例違反も含む

• 性犯罪歴の確認の対象となる期間は最長で20年

• 拘禁刑で実刑の場合は、 刑の執行終了から20年、執行猶予の場合は、裁判の確定日から10年、罰金刑の場合は、 刑の
執行終了から10年

●具体的な性犯罪歴の確認手順

• 事業者がこども家庭庁に申請、その際に業務に就く予定の人が戸籍情報などの必要書類を提出するなど、本人も関わる

• 照会した結果、対象の性犯罪歴がなければ、「犯罪事実確認書」がそのまま事業者に交付

• 犯罪歴があった場合は、まず本人に事前に通知し、2週間以内であれば、訂正を請求できるほか、結果を受けて本人が内定
を辞退すれば、事業者には犯罪歴が通知されることなく、申請が却下される 116

こどもの性暴力防止法・日本版DBS法の要点
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９．【こどもまんなかまちづくり】と議会への期待
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こどもまんなかまちづくり

【こどもまんなかまちづくり】は
【こども家庭庁】の基本姿勢である
①こどもの視点、子育て当事者の視点
②地方自治体との連携強化
③ＮＰＯをはじめとする市民社会との対話・連携・協働
を踏まえつつ

こどもの最善の利益の保障、ウェルビーイングの実現を理念と
する【こども基本法】に基づき
特にこどもや若者の意見を
年齢や発達の程度に応じて政策に反映しつつ、

国、自治体、家庭、学校、地域関係団体、企業、NPO等
多様な主体による
【連携】【協働】によって推進される



●国の議院内閣制と異なる自治体における「二元代表制」の意義

●基礎自治体を代表するのは市区町村長と市区町村議会の議長

●市民によって信託される市長と市議会の緊張と協調が市政の安定に不可欠

●各種条例、憲章等を含む市政の重要な理念・方針等には議会の議決が不可欠

●議会提案条例もある

●常任委員会・特別委員会等での適切な説明の必要性

民学産公官の協働による
「こどもまんなかまちづくり」の実現には

二元代表制における首長部局と議会、
こども若者を含む住民との

目標の共有と
地域の実情に適合的な創意工夫による取組が不可欠！

首長と議会の二元代表制による
自治体における「協働」の意義
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ご清聴ありがとうございます！

杏林大学客員教授
こども家庭庁参与
前東京都三鷹市長 (2003年～2019年）

元全国市長会こども子育て施策担当副会長（2016年～2019年）

清原慶子
https://www.kiyohara-keiko.org
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講師による最近の寄稿等

●「【誰一人取り残さない「こどもまんなか社会」の実現を目指す「こども家庭庁」】Child 
Research Net(CRN)論文・レポート
〇その１：「こども家庭庁設立とこども基本法施行が同時であることの意義」

2023年10月20日配信
https://www.blog.crn.or.jp/report/02/312.html

〇その２：「こどもの意見表明権の保障」2023年10月27日配信
https://www.blog.crn.or.jp/report/02/313.html

〇その３：「こどものいじめの予防と対策について」2023年12月8日配信
https://www.blog.crn.or.jp/report/02/316.html

〇その４：「こども大綱」について2024年2月16日配信
https://www.blog.crn.or.jp/report/02/318.html

〇その５：「孤独・孤立対策推進法」の施行と「こどもの居場所に関する指針」について
2024年5月10日配信

https://www.blog.crn.or.jp/report/02/320.html
〇その６：乳幼児期の育ちをめぐる課題と「幼児期までのこどもの育ちに係る基本的なビジョン
（はじめの100か月の育ちビジョン）」について 2024年8月30日配信
https://www.blog.crn.or.jp/report/0 2/323.html

〇その７：こども・若者の性被害を防止する「日本版DBS法」について 2024年9月20日配信
https://www.blog.crn.or.jp/report/02/324.html

https://www.blog.crn.or.jp/report/02/312.html
https://www.blog.crn.or.jp/report/02/313.html
https://www.blog.crn.or.jp/report/02/316.html
https://www.blog.crn.or.jp/report/02/318.html
https://www.blog.crn.or.jp/report/02/320.html
https://www.blog.crn.or.jp/report/02/323.html
https://www.blog.crn.or.jp/report/02/324.html


講師による最近の寄稿等
●コラム『自治：「自治体こども計画」にこども・若者の参画を』
『自治日報』紙2024年３月18日号
●「基礎自治体の民主主義 ―「市民参加」と「協働」の理念と実践ー 石井洋二郎編『リベラルア
ーツと民主主義』水声社 2024年2月
●「第4期教育振興基本計画の策定」「こども家庭庁の発足と取組」
『最新教育動向2024』明治図書 2023年12月
●コラム『自治：「こどもまんなかまちづくり」で未来を切りひらく』
『自治日報』紙2023年6月19日号
●巻頭言「こどもまんなか社会」のために地方議会は積極的な取組みを！
『全国市議会議長会・全国町村議長会共同編集『地方議会人』2023年4月号（株）中央文化社
●「こども家庭庁」設立と「こども基本法」施行により自治体が推進する「こどもまんなか社会」の政
策の方向性（特集：こども主体の教育・環境を考える）『地域開発』2023年冬号（一財）地域開発
センター
●こども家庭庁の設立と都市自治体のこども政策の方向性（特集：これからの都市自治体の子ども
・子育て施策）『市政』2023年1月号 全国市長会
●巻頭言：「こども家庭庁」の設立と「こども基本法」の施行に向けて、こどもの生涯学習を考える
『埼玉教育』第76巻第5号 埼玉県立総合教育センター 2023年1月
●「住民・地域コミュニティのためのDX──これからの自治体DXを担う職員像を“カキクケコ”を頭
文字とするキーワードで考える」『自治実務セミナー』2022年9月号（特集１住民・コミュニティ行政
のDX）（第一法規）
●「地域情報化政策の系譜から地域コミュニティのデジタル化を考える」『地域開発』2022年春号
（一財）地域開発センター



参考資料：

こども未来戦略の概要

こども家庭庁来年度予算概算要求の抜粋
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こども未来戦略 「加速化プラン」 施策のポイント （R5.12）

１．若い世代の所得向上に向けた取組

高等教育（大学等）

出産育児一時金の引き上げ

出産等の経済的負担の軽減

STEP
1

STEP
2

出産費用の保険適用の検討

「費用の見える化」・「環境整備」

50万円に

大幅引き上げ
42万円

2023年度から実施中

高等教育費の負担軽減を拡充

・給付型奨学金等を世帯年収約600万円までの多子世帯等に拡充                      

・多子世帯の学生等については授業料等を無償とする          

✓ 修士段階の授業料後払い制度の導入
✓ 貸与型奨学金の返還の柔軟化

✓出産・子育て応援交付金
10万円相当の経済的支援

①妊娠届出時（5万円相当）

②出生届出時（５万円相当×こどもの数）

2022年度から実施中（2025年度から制度化）

妊娠時から出産・子育てまで一貫支援

支給金額 ３歳未満 ３歳～高校生年代

第１子・第２子 月額１万５千円 月額１万円

第３子以降 月額３万円

児童手当の拡充

✓所得制限を撤廃
✓高校生年代まで延長
すべてのこどもの育ちを支える
基礎的な経済支援としての位置づけを明確化

✓第３子以降は３万円

３人の子がいる家庭では、
総額で最大400万円増の1100万円

✓賃上げ（「成長と分配の好循環」と「賃金と物価の好循環」の２つの好循環）

✓三位一体の労働市場改革（リ・スキリングによる能力向上支援、個々の企業の実態に応じた職務給の導入、
成長分野への労働移動の円滑化）

✓非正規雇用労働者の雇用の安定と質の向上（同一労働同一賃金の徹底、希望する非正規雇用労働者の正規化）

＊ 多子加算のカウン
ト方法を見直し

2024年度から実施

2025年度から実施

2026年度を目途に検討

2024年度から実施

2024年度から実施

拡充後の初回の支給は2024年12月（2024年10月分から拡充）

妊娠・出産時からの支援強化

✓伴走型相談支援
様々な不安・悩みに応え、ニーズに応じた
支援につなげる

125

子育て世帯への住宅支援

✓公営住宅等への優先入居等
今後10年間で計３０万戸

2024年2月から実施

実施中

こどもの人数等に応じて最大１％（５年間）の引下げ

※住宅の省エネ性能が高い場合等は、６年目以降も金利引下げの対象となる場合あり

✓フラット35の金利引下げ

出典：こども家庭庁



２．全てのこども・子育て世帯を対象とする支援の拡充

切れ目なくすべての子育て世帯を支援

✓「こども誰でも通園制度」を創設
・月一定時間までの利用可能枠の中で、時間単位等で柔軟に通園が可能な仕組み

✓保育所：量の拡大から質の向上へ
・76年ぶりの配置改善：（４・５歳児）30対１→25対１（１歳児）６対１→５対１

・民間給与動向等を踏まえた保育士等の更なる処遇改善

・「小１の壁」打破に向けた放課後児童クラブの質・量の拡充

✓多様な支援ニーズへの対応
・貧困、虐待防止、障害児・医療的ケア児等への支援強化

・児童扶養手当の拡充
   ・こどもの補装具費支給制度の所得制限の撤廃

※2024年度から本格実施を見据えた試行的事業を実施（2023年度からの実施も可能）
※2025年度から制度化・2026年度から給付化し全国の自治体で実施

４・５歳児は2024年度から実施、
１歳児は2025年度以降加速化プラン期間中の早期に実施

2023年度から実施

2023年度から順次実施

拡充後の初回の支給は2025年1月(2024年11月分から拡充)

2024年度から実施

2024年度から常勤職員配置の改善を実施
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出典：こども家庭庁

こども未来戦略 「加速化プラン」 施策のポイント （R5.12）



３．共働き・共育ての推進

育休を取りやすい職場に

男性の
育休取得率目標 85％へ大幅引き上げ（2030年） ※2022年度：17.13％

男性育休を当たり前に

✓育児休業取得率の開示制度の拡充

✓中小企業に対する助成措置を大幅に強化
・業務を代替する周囲の社員への応援手当支給の助成拡充

✓ 出生後の一定期間に男女で育休を取得することを促進するため給付率を手取り10割相当に 2025年度から実施

2025年度から実施

2024年１月から実施

127

育児期を通じた柔軟な働き方の推進

✓子が３歳以降小学校就学前までの柔軟な働き方を実現するための措置
・事業主が、テレワーク、時短勤務等の中から２以上措置

✓時短勤務時の新たな給付

✓国民年金第１号被保険者の育児期間に係る保険料免除措置

令和６年５月31日から
１年６月以内に政令で定める日から実施

2025年度から実施

利用しやすい柔軟な制度へ

2026年10月から実施

出典：こども家庭庁

こども未来戦略 「加速化プラン」 施策のポイント （R5.12）
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